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2.3　手順３．申請組織事業所の物理的確認

　　　以下に申請組織事務所の物理的確認方法を示す。

① QIISとQGIS(EDINET(https://info.edinet.go.jp/EdiHtml/main.htm))で調べた　　　
住所と申請された「現住所」が同一であることを確認する。
② ①で確認できない場合、STSの担当者（RA担当者または運用管理者）が「現住所」

に直接訪問を行い、申請組織事務所の物理的確認を行う。
③ ①②でも確認できない場合、「弁護士意見書」が提出されているか確認する。


以下に弁護士意見書での確認事項を示す。

（１）弁護士意見書の２．の項目に申請組織の物理的住所が記入されていることを確認する。

（２）弁護士意見書を作成した弁護士が確かに実在しているかを「6. 弁護士意見書を作成した弁護士/会計士の実在性確認手順補足」の方法で確認する。

2.4 手順４．ドメイン・CSR確認

４－１．ＣＳＲの組織名(O)の内容について、以下の項目を確認。
４－１－１．登記された法人の場合
Web上で公開されている有価証券報告書の英語表記と同一であるか確認する。

有価証券報告書が公開されていない場合、QIIS・QGISにアクセスし、申請組織名英語表記と同一であるか確認する。

また、上記２つの方法で確認できない場合は、提出書類である定款(組織名英語表記が記載されている場合のみ)または弁護士意見書の６．で記載している英語表記と同一であるかを確認する。
また、上記にて確認できない場合、ヘボン式のローマ字表記とする。
　　　【例】セコム株式会社→sekomu kabushikigaisya

　　　　　　・使用ドメインの間違い

・更新対象、再発行対象以外で、過去に同一のDN情報にて証明書を発行して
　いないか

   　　上記に該当する場合、顧客にＣＳＲ再作成及び再申込を依頼する。


※詳しい審査方法は　4. CSR内容確認手順補足　を参照
４－１－２．申請組織が中央省庁および国の機関/地方公共団体およびその機関の場合
QIIS・QGISにて記載、またはQIIS・QGISからのリンクで英語組織名が記載されている場合、表記とCSRの組織名（O）が同一であることを確認する。確認した画面キャプチャを取得する。

QIIS･QGISから確認できない場合、ヘボン式のローマ字表記とする。

　　　【例】横浜市→Yokohamashi
　　　　　　官公庁→Kankocho
　　　　　　・使用ドメインの間違い

・更新対象、再発行対象以外で、過去に同一のDN情報にて証明書を発行して
　いないか

   　　上記に該当する場合、顧客にＣＳＲ再作成及び再申込を依頼する。


※詳しい審査方法は　4. CSR内容確認手順補足　を参照
４－１－３．申請組織が大学/国公立の高校の場合
QIIS・QGISにて記載、またはQIIS・QGISからのリンクで英語組織名が記載されている場合、表記とCSRの組織名（O）が同一であることを確認する。確認した画面キャプチャを取得する。

QIIS･QGISから確認できない場合、ヘボン式のローマ字表記とする。
　　　【例】東京大学→Tokyo daigaku

　　　　　　・使用ドメインの間違い

・更新対象、再発行対象以外で、過去に同一のDN情報にて証明書を発行して
　いないか

   　　上記に該当する場合、顧客にＣＳＲ再作成及び再申込を依頼する。


※詳しい審査方法は　4. CSR内容確認手順補足　を参照
４－２ ドメイン名組織情報の確認

　　　 　Ｗｈｏｉｓゲートウェイ(ＮＩＣのドメイン検索機能)を利用し、申請してきたドメイン情報(CommonName内に含まれるもの)の組織名と、申請組織名(ドメイン名使用承諾書が提出されている場合「ドメイン所有者」と同一であること)の組織名が同一で有る事を確認する。


独占使用権を確認する項目は以下の2点


・申請されたCNがWWW.login.secom.co.jpの場合


（１）secom.co.jpを確かに申請組織または申請組織と親/子関係にある組織が
所有している


（２）login.secom.co.jpを確かに申請組織または申請組織と親/子関係にある

組織が所有している

なお、申請組織と親/子関係にあることを確認する方法はQIIS（TSR）またはQGIS(EDINET)にて確認する。これらの方法で確認できなかった場合、WHOIS情報を申請組織と同一に変更を依頼する。
※申請ドメインがＷｈｏｉｓゲートウェイで検索できない場合、申請組織に登録を依頼する。

　　　　　　
	ドメイン名の最後がＪＰの場合
	http://whois.jprs.jp/

	ドメイン名の最後が
「ＣＯＭ、ＮＥＴ、ＯＲＧ」の場合
	http://www.networksolutions.com/cgi-bin/whois/whois

	上記以外のドメイン名の場合
	http://www.uninett.no/navn/domreg.html


     ４－２－１ ドメイン所有者が申請組織と相違した場合の確認

ドメインの所有者が第三者の場合、ドメインの排他的所有を証明するため、以下のいずれかが提出されているか確認する。

　　　
・ドメイン名使用承諾書（２－３を参照）

　　　
・弁護士意見書


　　以下に弁護士意見書での確認事項を示す。

（１）弁護士意見書の５．の項目に申請されたドメイン（第二ドメイン）は、申請組織が排他的に所有している旨が記入されていることを確認する。

（２）弁護士意見書を作成した弁護士が確かに実在しているかを「6. 弁護士意見書を作成した弁護士の実在性確認手順補足」の方法で確認する。
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